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日
本
の
公
的
年
金
制
度
の
最
大
の

課
題
は
、
老
後
の
防
貧
機
能
を

堅
持
し
な
が
ら
、
年
金
財
政
の
持
続
可

能
性
を
い
か
に
高
め
て
い
く
か
に
あ

る
。
こ
の
関
係
で
重
要
な
改
革
案
の
一

つ
が
「
被
用
者
保
険
の
更
な
る
適
用
拡

大
」
だ
。
す
な
わ
ち
「
厚
生
年
金
の
短

時
間
労
働
者
へ
の
適
用
拡
大
」で
あ
る
。

　

理
由
は
単
純
で
、
国
民
年
金
（
基
礎

年
金
の
み
）
か
ら
厚
生
年
金
（
基
礎
年

金
＋
報
酬
比
例
部
分
）
に
移
れ
れ
ば
、

基
礎
年
金
に
加
え
て
厚
生
年
金
の
報
酬

比
例
部
分
も
加
わ
り
、
老
後
に
受
け
取

る
年
金
額
を
増
や
す
た
め
、
防
貧
機
能

を
高
め
る
効
果
を
も
つ
た
め
だ
。

　

早
け
れ
ば
２
０
２
０
年
に
年
金
改
革

が
行
わ
れ
る
予
定
だ
が
、「
被
用
者
保
険

の
更
な
る
適
用
拡
大
」
の
具
体
的
な
効

果
は
ど
う
か
。こ
の
参
考
と
な
る
の
が
、

19
年
８
月
下
旬
に
厚
生
労
働
省
が
公
表

し
た
公
的
年
金
の
「
２
０
１
９
年
・
財

政
検
証
」
の
結
果
で
あ
る
。
５
年
前
の

財
政
検
証
（
14
年
）
は
８
ケ
ー
ス
だ
っ

た
が
、
19
年
の
財
政
検
証
で
は
、
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
成
長
率
、
名

目
運
用
利
回
り
や
実
質
賃
金
の
伸
び
等

の
異
な
る
条
件
で
６
ケ
ー
ス
（
ケ
ー
ス

Ⅰ
〜
Ⅵ
）
を
検
証
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、
29
年
度
以
降
の
実
質
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
０
・
４
％
と
な
る
「
ケ

ー
ス
Ⅲ
」
で
は
、
19
年
度
の
所
得
代
替

率
（
現
役
男
性
の
平
均
的
な
手
取
り
収

入
に
対
す
る
モ
デ
ル
世
帯

で
の
年
金
の
給
付
水
準
の

割
合
）
61・７
％
（
図
１
）

が
47
年
度
以
降
で
50
・
８

％
に
な
る
と
い
う
推
計
結

果
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ

は
19
年
度
の
年
金
額
と
比

較
し
て
、
モ
デ
ル
世
帯
の

47
年
度
の
年
金
額
は
実
質

的
に
約
２
割
カ
ッ
ト（1－

50.8

÷61.7

）
と
な
る
こ

と
を
意
味
す
る
。

　

し
か
し
、
モ
デ
ル
世
帯

の
年
金
額
は
「
現
実
の
年

金
分
布
」と
は
相
当
か
け
離
れ
て
い
る
。

ま
ず
19
年
度
の
モ
デ
ル
世
帯
年
金
額

は
、
夫
の
年
金
額
が
年
間
約
１
８
６
万

円
（
月
額
15・５
万
円
）、
妻
の
年
金
額

が
年
間
約
78
万
円
（
月
額
６
・５
万
円
）

で
、合
計
約
２
６
４
万
円
（
月
額
22
万

円
）
で
、
１
人
当
た
り
の
平
均
は
年
間

約
１
３
０
万
円
で
あ
る
。

　

他
方
、
厚
労
省
「
年
金
制
度
基
礎
調

査
（
老
齢
年
金
受
給
者
実
態
調
査
）
平

成
29
（
17
）
年
」
に
よ
る
と
、
現
在
で

も
年
間
１
２
０
万
円
未
満
の
年
金
し
か

受
け
取
れ
な
い
高
齢
者
は
46
・
３
％
、

年
間
84
万
円
未
満
の
年
金
し
か
受
け
取

れ
な
い
高
齢
者
は
27
・
８
％
も
い
る
。

　

年
間
84
万
円
未
満
の
ケ
ー
ス
の
多
く

は
、
基
礎
年
金
し
か
受
け
取
れ
な
い
高

齢
者
も
多
い
は
ず
で
あ
る
が
、
こ
の
関

係
で
重
要
な
の
は
、
所
得

代
替
率
の
カ
ッ
ト
の
中
身

で
あ
る
。

　

モ
デ
ル
世
帯
で
は
、
１

階
の
基
礎
年
金
部
分
と
２

階
の
報
酬
比
例
部
分
の
二

つ
を
受
け
取
る
高
齢
者
を

想
定
し
て
い
る
が
、
19
年

度
の
所
得
代
替
率
61
・
７

％
の
内
訳
は
、
基
礎
年
金

部
分
が
36
・
４
％
、
報
酬

比
例
部
分
が
25・３
％
で
、

そ
の
合
計
が
61
・
７
％
に

な
っ
て
い
る
。

国
民
年
金
は
３
割
カ
ッ
ト

　

そ
れ
が
ケ
ー
ス
Ⅲ
で
は
、
47
年
度
以

降
で
所
得
代
替
率
が
50
・
８
％
に
な
る

が
、そ
の
内
訳
は
基
礎
年
金
部
分
が
26・

２
％
、
報
酬
比
例
部
分
が
24
・６
％
だ
。

こ
れ
は
、１
階
部
分
（
基
礎
年
金
部
分
）

の
給
付
が
約
28
％
カ
ッ
ト（1－

26.2

÷

36.4

）
さ
れ
る
一
方
、
２
階
部
分
（
報

酬
比
例
部
分
）
の
給
付
が
約
３
％
カ
ッ

ト
（1－

24.6

÷25.3

）
さ
れ
る
こ
と
を

意
味
す
る
。
基
礎
年
金
部
分
を
28
％
も

カ
ッ
ト
す
る
と
、
低
年
金
の
問
題
を
一

層
深
刻
化
さ
せ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
問
題
が
発
生
す
る
理
由

は
何
か
。あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
が
、

国
民
年
金
と
厚
生
年
金
の
財
政
運
営
は

国民年金と厚生年金の統合を目指せ
非正規労働者の老後の貧困を防ぐ（防貧）機能と年金財政の持続可能性を
同時に高めるためには、国民年金と厚生年金の統合を目指す必要がある。

小黒 一正（法政大学経済学部教授）

図1　日本の「所得代替率※」の定義

（注）※現役男性の平均的な手取り収入に対するモデル世帯での年金の給付水準の割合
（出所）筆者作成
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基
本
的
に
分
離
さ
れ
て
お
り
、
年
金
の

給
付
調
整
（
厳
密
に
は
「
マ
ク
ロ
経
済

ス
ラ
イ
ド
」
に
よ
る
給
付
カ
ッ
ト
）
は

２
段
階
で
行
わ
れ
る
。
具
体
的
に
は
、

ま
ず
国
民
年
金
の
財
政
均
衡
か
ら
基
礎

年
金
の
調
整
が
行
わ
れ
、
そ
れ
を
前
提

に
、
厚
生
年
金
の
財
政
均
衡
か
ら
報
酬

比
例
の
調
整
が
行
わ
れ
る
。
国
民
年
金

は
、
厚
生
年
金
と
異
な
っ
て
財
政
基
盤

が
脆
ぜ
い
じ
ゃ
く弱で

、
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
は

基
礎
年
金
に
も
か
か
る
た
め
で
あ
る
。

　

こ
の
問
題
を
改
善
す
る
一
つ
の
方
法

が「
被
用
者
保
険
の
更
な
る
適
用
拡
大
」

で
あ
る
。「
２
０
１
９
年
・
財
政
検
証
」

で
は
、「
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
Ａ
」
と
し

て
、
三
つ
の
試
算
を
し
て
い
る
。
第
一

は
「
適
用
拡
大
①
」
で
、
被
用
者
保
険

の
適
用
対
象
と
な
る
現
行
の
企
業
規
模

要
件
を
廃
止
す
る
試
算
だ
。第
二
は「
適

用
拡
大
②
」
で
、
被
用
者
保
険
の
適
用

対
象
と
な
る
現
行
の
賃
金
要
件
、
企
業

規
模
要
件
を
廃
止
す
る
試
算
だ
。

　

第
三
は
「
適
用
拡
大
③
」
で
、
一
定

の
賃
金
収
入
（
月
５
・
８
万
円
以
上
）

が
あ
る
全
て
の
被
用
者
へ
適
用
拡
大
す

る
試
算
で
、
１
０
５
０
万
人
が
適
用
拡

大
の
対
象
と
な
る
。

　

適
用
拡
大
し
な
い
場
合
、
ケ
ー
ス
Ⅲ

の
所
得
代
替
率
は
47
年
度
以
降
で
50
・

８
％
に
な
る
推
計
だ
が
、
各
試
算
に
よ

る
と
、
適
用
拡
大
を
行
う
場
合
で
は
、

所
得
代
替
率
は
51
・
４
〜
55
・
７
％
に

改
善
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

例
え
ば
、
適
用
拡
大
③
で
は
、
39
年

度
以
降
で
55
・
７
％
（
基
礎
年
金
部
分

31
・
９
％
＋
報
酬
比
例
部
分
23
・
７
％
）

と
な
り
、１
階
部
分
（
基
礎
年
金
部
分
）

の
カ
ッ
ト
率
は
約
12
％
（1－

31.9

÷

36.4

）
に
改
善
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
適
用
拡
大
の
究
極
の
姿

が
「
国
民
年
金
と
厚
生
年
金
の
財
政
統

合
」
で
あ
り
、
そ
の
効
果
は
お
お
む
ね

次
の
と
お
り
だ
。
ま
ず
、
厚
労
省
「
２

０
１
９
（
令
和
元
）
年
財
政
検
証
関
連

資
料
」
の
ケ
ー
ス
Ⅲ
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
か
ら
、
国
民
年
金
の
財
源
（
１
０
０

年
間
）
は
１
３
０
兆
円
、
厚
生
年
金
の

財
源
（
１
０
０
年
間
）
は
２
２
７
０
兆

円
（
１
階
部
分
＝
８
８
０
兆
円
、
２
階

部
分
＝
１
３
９
０
兆
円
、
図
２
）。

　

他
方
、
ケ
ー
ス
Ⅲ
で
１
階
部
分
（
基

礎
）
の
給
付
が
約
28
％
カ
ッ
ト
、
２
階

部
分
（
比
例
）
の
給
付
が
約
３
％
カ
ッ

ト
さ
れ
る
と
、（
カ
ッ
ト
前
の
）
基
礎
部

分
の
給
付
は
１
４
０
３
兆
円（〈
１
３
０

兆
円
＋
８
８
０
兆
円
〉÷
０
・72
）、（
カ

ッ
ト
前
の
）
２
階
部
分
の
給
付
は
約
１

４
３
３
兆
円（〈
６
８
０
兆
円
＋
７
１
０

兆
円
〉
÷
０
・
97
）
と
な
る
。

統
合
な
ら
カ
ッ
ト
率
８
％

　

国
民
年
金
と
厚
生
年
金
を
統
合
し
た

場
合
、（
カ
ッ
ト
前
の
）
給
付
総
額
は
２

８
３
６
兆
円
（
１
４
０
３
兆
円
＋
１
４

３
３
兆
円
）
で
あ
り
、
そ
れ
が
財
源
総

額
２
４
０
０
兆
円
（
１
３
０
兆
円
＋
２

２
７
０
兆
円
）
に
一
致
す
る
必
要
が
あ

る
が
、
財
源
は
２
４
０
０
兆
円
で
は
な

く
、
財
源
総
額
は
２
６
０
２
兆
円
に
な

る
。
こ
れ
は
、
基
礎
年
金
給
付
が
増
加

す
る
と
国
庫
負
担
が
自
動
的
に
増
加
す

る
か
ら
で
あ
る
。
厚
生
年
金
と
国
民
年

金
の
財
源
の
う
ち
国
庫
負
担
は
合
計
５

２
０
兆
円
（
４
４
０
兆
円
＋
80
兆
円
）

で
あ
り
、
増
税
が
必
要
に
な
る
が
、
カ

ッ
ト
し
な
い
場
合
に
増
加
す
る
国
庫
負

担
は
２
０
２
兆
円（
５
２
０
兆
円
÷
0・

72

－

５
２
０
兆
円
＝
２
０
２
兆
円
）
と

な
る
。
し
た
が
っ
て
、
給
付
総
額
（
２

８
３
６
兆
円
）
と
財
源
総
額
（
２
６
０

２
兆
円
）
が
一
致
す
る
た
め
に
は
、
２

６
０
２
兆
円
÷
２
８
３
６
兆
円
＝
０
・

９
１
７
で
、
給
付
カ
ッ
ト
は
約
８
・
３

％
に
な
る
。

　

15
年
10
月
１
日
の
「
被
用
者
年
金
一

元
化
法
」
の
施
行
に
伴
い
、
厚
生
年
金

と
共
済
年
金
に
分
か
れ
て
い
た
被
用
者

の
年
金
制
度
が
厚
生
年
金
に
統
合
さ
れ

た
が
、
そ
れ
と
同
様
、
国
民
年
金
と
厚

生
年
金
を
一
元
化
（
財
政
統
合
）
す
る

こ
と
が
で
き
れ
ば
、
基
礎
年
金
部
分
の

給
付
カ
ッ
ト
率
は
約
28
％
か
ら
約
８
・

３
％
に
改
善
す
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

統
合
の
前
提
と
し
て
、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
制
度
で
所
得
や
資
産
を
把
握
し
、
公

平
な
保
険
料
負
担
を
課
す
必
要
な
ど
が

あ
る
こ
と
は
明
ら
か
だ
が
、
デ
ジ
タ
ル

政
府
戦
略
で
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
も

徐
々
に
稼
働
し
つ
つ
あ
る
今
、
そ
の
可

能
性
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
時
期
に
き

て
い
る
の
で
は
な
い
か
。 

お
ぐ
ろ　

か
ず
ま
さ

１
９
７
４
年
生
ま
れ
。
京
都
大
学
理
学
部
卒
業
、
一
橋
大

学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
博
士
課
程
修
了
（
経
済
学
博

士
）、
97
年
大
蔵
省
（
現
財
務
省
）
入
省
後
、
財
務
省
財

務
総
合
政
策
研
究
所
主
任
研
究
官
な
ど
を
経
て
、
２
０
１

５
年
４
月
か
ら
現
職
。
主
な
著
書
に
、『
財
政
危
機
の
深

層
』、『
薬
価
の
経
済
学
』（
共
編
著
）
な
ど
。

財源の合計

厚生年金 国民年金
2,270

保険料
積立金
国庫負担

1,620
200
440

給付の合計 2,270

過去期間分
 うち2階部分
　　 基礎部分
将来期間分
 うち2階部分
　　  基礎部分

1,240
680
560

1,030
710
320

財源の合計 130

保険料
積立金
国庫負担

40
10
80

給付の合計 130

過去期間分
将来期間分

80
50

図2　公的年金の財源と給付の内訳（バランスシート、ケースⅢ）

（兆円） （兆円）

（注） 財源や給付の合計が内訳と一致しない場合は全体の整合性が合うように一部修正した
（出所）厚生労働省「2019（令和元）年財政検証関連資料」34ページから筆者作成
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